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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 
  ① 当期の経営成績 
     当連結会計年度における我が国経済は、世界経済の減速懸念、輸出と生産の停滞など一部に弱

さが見られるものの、緩やかな景気回復基調が続いております。 
また、海外経済においては、中国をはじめとする新興国の減速の影響が見られましたが、米国

や欧州を中心に緩やかな景気回復基調が続いております。 
一方、当社グループが属する電子計測器、電源機器等の業界においては、世界経済の減速懸念

の影響を受け、製造業の設備投資の動きは慎重でありましたが、緩やかに持ち直しつつあります。 
このような状況の中、当社グループは引き続き環境・エネルギー関連市場、自動車関連市場及

び冷凍空調市場を中心に積極的な営業活動と研究開発活動を行うと共に、原価低減と経費節減に
も努力を重ねてまいりました。 
以上の結果、当連結会計年度の売上高は79億６千６百万円(前年同期比1.8％増)となりました。

一方、損益面は、海外売上高の増加に伴う販売促進費用、運送費用並びに研究開発費等の販売費
及び一般管理費が増加したことにより、営業利益は６億１千７百万円(前年同期比7.3％減)、経常
利益は６億４千３百万円(前年同期比11.5％減)となりました。 
また、税制改正による実効税率の引き下げに伴う税金費用の減少や法人税等還付税額の計上に

より、親会社株主に帰属する当期純利益は４億５千５百万円(前年同期比3.7％増)となりました。 
 
当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているもの

であり、セグメントは単一であります。したがいまして、セグメントごとに業績は開示しており
ません。 
 
なお、当社グループにおける製品群別の売上の概況は、次のとおりであります。 

 
  《電子計測器群》 
    電子計測器分野においては、航空機用電子機器の測定器、環境自動車関連や家電市場向け安全関

連試験機器、車載電子機器用ＥＭＣ(電磁的両立性)関連試験機器がそれぞれ好調に推移いたしまし
た。 
以上の結果、売上高は 19 億３千４百万円(前年同期比 12.9％増)となりました。 

 
  《電源機器群》 

電源機器分野においては、スマートグリッド関連市場、自動車関連市場及び冷凍空調市場用大容
量の交流電源や特注製品に動きがみられましたが、国内製造業全般の設備投資に力強さを感じない
まま推移いたしました。 

以上の結果、売上高は 57 億円(前年同期比 1.6％減)となりました。 
 
  《サービス・部品等》 

サービス・部品等につきましては、特記すべき事項はありません。 
当該サービス・部品等の売上高は、３億３千１百万円(前年同期比 3.9％増)となりました。 

 
上記に含まれる海外市場の売上の概況は以下のとおりであります。 

 
  《海外市場》 

米国では、車載関連市場、特に自動車関連向け電装品、電池の開発用に電子負荷装置が好調に推
移いたしました。 

欧州では、家電市場向けの交流電源や車載関連市場への電子負荷装置に動きが見られました。 
アジアにおいては、中国の車載関連市場や検査機関向けに安全関連試験機器及び直流電源が比較

的好調に推移し、韓国では次世代車載部品市場、また、東南アジアでは日系企業や認証機関を中心
に、安全関連試験機器、直流電源、電子負荷装置が好調に推移いたしました。 

以上の結果、海外売上高は 22 億２千５百万円(前年同期比 5.7％増)となりました。 
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  ② 次期の見通し 
次期の見通しといたしましては、景気は引き続き緩やかな回復基調が続くと期待されますが、

金融、株式市場の変動や中国をはじめとする新興国経済の景気減速の動きによる海外経済への影
響などにより、当社グループを取り巻く経営環境は依然として不透明感が続くものと推測してお
ります。 

     このような状況のもと、当社グループは、多様化するお客様ニーズへ柔軟に対応すべく、引き
続き設備投資が継続すると期待される環境・エネルギー関連市場、自動車関連市場及び冷凍空調
関連市場への一層の浸透を図るため、新製品である電子負荷装置ＰＬＺ－５Ｗシリーズを発売す
るなど、お客様のニーズを捉え、システム提案等積極的な営業活動を推進すると共に、原価低減
にも努めてまいります。 
以上により、売上高は81億円、営業利益は６億５千万円、経常利益は６億７千万円、親会社株

主に帰属する当期純利益は４億６千万円を見込んでおります。 
 
（２）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末における総資産は、受取手形及び売掛金並びにたな卸資産が増加したものの、

投資有価証券及び有形固定資産の減少等により、前連結会計年度末に比べ７千８百万円減少し、111

億８千７百万円となりました。 

負債は、支払手形及び買掛金が増加したものの、繰延税金負債及び未払法人税等の減少等により、

前連結会計年度末に比べ９千１百万円減少し、22億２千９百万円となりました。 

純資産は、剰余金の配当、その他有価証券評価差額金の減少及び自己株式の取得等により減少し

たものの、親会社株主に帰属する当期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べ１千３百万

円増加し、89億５千７百万円となりました。 

 

  （キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結

会計年度の期末残高に比べ１千万円(0.4％)減少し、28 億１千９百万円となりました。 

 

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

     当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ･フローは、２億８千万円(前連結会計年度６

億２千８百万円)となりました。これは、税金等調整前当期純利益６億４千３百万円の計上及び仕入

債務の増加額１億４千１百万円等による資金の増加が、売上債権の増加額２億３百万円及び法人税

等の支払額２億８千５百万円等による資金の減少を上回った結果によるものであります。 

 

   (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

   当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ･フローは、△３千６百万円(前連結会計年度

△１億４千３百万円)となりました。これは、有形固定資産の取得による支出１億２千４百万円等に

よる資金の減少が、有価証券の売却及び償還による収入１億円等による資金の増加を上回った結果

によるものであります。 

 

   (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

    当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ･フローは、△２億３千７百万円(前連結会計

年度△１億９千５百万円)となりました。これは、自己株式の取得による支出４千５百万円及び配当

金の支払額１億８千７百万円等により資金が減少したことによるものであります。 
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  （キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自 己 資 本 比 率 (％) 80.6 79.1 79.8 

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 (％) 45.5 53.5 45.2 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 (％) 108.9 43.4 90.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) 15.2 38.0 16.3 

    (注) 時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 
      キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
      インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 
    ※ １．各指標は、いずれも連結ベースの財務指標により算出しております。 
      ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 
      ３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。 
      ４．営業キャッシュ・フロー及び利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている

「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。 

 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主重視の経営を基本とし、株主利益の増大に努めております。 

一方、将来の事業拡大及び収益向上に不可欠な設備投資や研究開発投資の実行に備えた内部留保

の充実をも勘案し、利益配当を決定する方針をとっております。また、自己株式の取得に関しては、

適切な時期に機動的に実施いたします。 

当期の１株当たりの年間配当金につきましては、１株につき22円の期末配当金とさせていただく

予定であります。 

次期の配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、１株につき22円の年間配当

金を予定しております。 
 

（４）事業等のリスク 

当社グループの事業その他に影響を及ぼす可能性のあるリスクについては以下のようなものがあ

ります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成28年３月31日)現在において当

社グループが判断したものであります。 

 

① 経済状況 

当社グループの営業収入における重要な部分を占める電子計測器製品及び電源機器製品の需要

は、当社グループが製品を販売している国または地域経済の影響を受けます。 

したがいまして、当社グループが製品を販売している主要市場における景気後退及びそれに伴

う需要の縮小は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 製品開発力 

当社グループは、市場ニーズに的確に対応した魅力ある新製品を開発し続けるよう日々努力し

ておりますが、当社グループの属する電子計測器及び電源機器等の業界は、顧客ニーズの多様化

や急速な変化への対応から、新製品の開発と販売プロセスは、複雑かつ不確実なものとなってお

り、次のような様々なリスクが存在します。 

ａ．新製品開発に必要な資金と資源を、今後とも十分に確保できる保証はありません。 

ｂ．市場からの支持が得られるような新製品の開発を今後も継続できるとは限らず、またこれら製

品の販売が成功する保証はありません。 

ｃ．新たに開発した製品や技術が、独自の知的財産として保護される保証はありません。 

ｄ．急激な技術の進歩と顧客ニーズの変化により、当社グループ製品が市場に受け入れられない可

能性があります。 

上記のリスクをはじめとして、当社グループが業界と市場の変化を十分予測できず、魅力ある

新製品を開発できない場合には、業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 価格競争 

電子計測器及び電源機器等の業界においても、厳しい価格競争は例外ではなく、激化する価格

低減競争の環境下において、当社グループが収益性を保つことができない可能性があります。 
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④ 為替レートの変動 

当社グループは、製品の輸出の大半を円建てで取引しているため、為替の影響により現地販売

価格が変動した場合には、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 優秀人材の確保及び人材育成 

当社グループの将来の成長と成功は、有能なエンジニアやキーマンへ依存する部分が大きく、

高い技術力を持ったエンジニアの確保やキーマンの新たな育成が重要であり、その確保・育成が

できなかった場合、当社グループの業績と財務状況及び将来の成長に影響が及ぶ可能性がありま

す。 

一方、高い技術力を持った有能な人材を確保することは、採用コストと人件費を増大させる可

能性があり、また、既存従業員の育成では、継続的な研修コストを増大させる可能性があります。 

このように、これらのコストの増加は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

⑥ 知的財産保護の限界 

当社グループの知的財産は、一部特定の地域において、法的制限により知的財産権が完全にあ

るいは部分的にしか保護されない状況にあります。そのため、第三者による当社グループの知的

財産を使用した類似製品の製造を防止できない可能性があります。 

また、他社が当社グループの技術に類似する技術を開発したり、当社グループの特許権侵害や

企業秘密の模倣または解析調査を防止できない可能性があります。 

さらに、当社グループの製品または技術が、将来的に他社の知的財産権を侵害していると指摘

される可能性があります。 

 

⑦ 製品の欠陥 

当社グループは、品質保証の国際規格の管理基準に従い製品を製造しておりますが、将来的に

リコールが発生しないという保証はありません。 

また、製造物責任賠償については、保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する

こととなった賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。 

大規模なリコールや製造物責任賠償となるような製品の欠陥が発生した場合、通常多額の対応

コストを要し、それと共に当社グループに対する信頼を失墜させることから、当社グループの業

績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ 災害や停電等による影響 

当社グループは、すべての設備において定期的な設備点検を行っておりますが、生産施設で発

生する災害、停電またはその他の中断事象を完全に防止または軽減できる保証はありません。 

また、大規模な災害が発生した場合には、供給元企業が災害等の事由により当社グループの必

要とする数量の部品を予定通り供給できない場合、生産遅延、販売機会損失等が発生し、当社グ

ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨ 退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や

年金資産の期待運用収益に基づき算出しております。 

しかしながら、前提条件が実際と異なる場合、または前提条件が変更となった場合、その影響

は累積し、将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。 

また、一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績と財務状況に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

⑩ 海外での事業展開 

当社グループは、中国上海市及び米国カリフォルニア州において現地法人を設立し、事業を展

開しておりますが、現地の法的規制、慣習、国際情勢の変化等に起因する予測不能な事態が発生

したような場合、当社グループの業績と財務状況に影響が及ぶ可能性があります。 

 

（５）継続企業の前提に関する重要事項等 

    該当事項はありません。 
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２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、お客様に喜ばれる商品の提供を通じて社会の発展に貢献するため、技術開発力、

マーケティング力の向上に努め、社会環境の変化に対応できる体制を構築し、安定した永続的な発

展を目指しております。 

 

（２）目標とする経営指標 

    当社グループは、厳しい経済情勢が続く中、グローバルビジネス及びソリューションビジネスの

拡大と経費節減に取り組んでおります。具体的には、国際競争力のある製品開発及びお客様の課題

解決に役立つ製品開発を進め、売上高の拡大と経営効率の向上に努めてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社グループが継続的に発展していくため、「私たち菊水は自由で豊かな発想と行動力で“創

発”し社会と共に進化します」という経営ビジョンを掲げ、効率的な経営資源の投入と、「グロー

バル」「ソリューション」「事業領域拡大」の実践を盛り込んだ経営計画に沿って、以下の施策を

実施してまいります。 

  ① 技術革新に伴う製品ライフサイクルの短縮化が一段と加速される市場環境の中で、多様化するお

客様のニーズや課題に対応すべく、提案型営業体制の構築を進めると共に、新製品開発と原価低減

に引き続き努めてまいります。 

  ② 汎用電源・安全関連試験機器市場では、市場の成熟化に加え、新興国企業の台頭等による価格競

争が激化しつつある中、製品の差別化やグローバルな視点より生産拠点の最適化を図ることにより、

製品競争力の強化に努めてまいります。 

  ③ 国内営業活動では、今後の成長が期待される「スマート社会」関連市場に着目し、再生可能エネ

ルギー、蓄電池システム、系統連系、スマートハウス関連機器を狙いの市場として、研究開発や品

質評価の分野に、お客様の求めるシステム提案、既存技術を応用した製品の提供等、積極的な営業

活動を進めてまいります。 

  ④ 海外営業活動では、各国の環境規制強化により引き続き成長が期待される環境・エネルギー市場

と次世代自動車市場を重点市場として、現地系企業への販路拡大、海外代理店への製品教育とサー

ビス研修を強化すると共に、営業力強化を進めてまいります。 

  ⑤ 複雑化する経営環境の中で、戦略的かつ積極的な経営資源を投入し、効率的で健全な企業経営を

目指すことに努めております。 

さらに、ＩＲ活動の推進に努めて、当社グループの企業価値向上に取り組むと共に、積極的な情

報開示で透明性の高い経営にも注力してまいります。 

  ⑥ お客様満足に向けた品質の確保はもとより、「環境指向による企業価値の向上」を堅持し、設計

から部品調達、製造、販売、サービス、廃棄までの全てのステージで環境影響を考慮した事業活動

を展開し、全てのステークホルダーの皆様に安心・安全を提供いたします。 

 

   以上により、経営基盤の強化充実と業績の向上に努めてまいります。 

 

（４）その他、会社の経営上の重要な事項 

    該当事項はありません。 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本

基準で連結財務諸表を作成する方針であります。 

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であ

ります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 
 
(継続企業の前提に関する注記) 

   該当事項はありません。 
 
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  １ 連結の範囲に関する事項 

     すべての子会社を連結しております。 

     連結子会社の数   ３社 

     連結子会社の名称  フジテック株式会社 

               菊水貿易(上海)有限公司 

               KIKUSUI AMERICA,INC. 
 

  ２ 持分法の適用に関する事項 

     該当事項はありません。 
 

  ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

     連結子会社のうち、菊水貿易（上海）有限公司の決算日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 
 

  ４ 会計方針に関する事項 

   （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ① 有価証券 

       その他有価証券 

        時価のあるもの 

         決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

          (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

        時価のないもの 

         移動平均法による原価法 

    ② たな卸資産 

       評価基準は主として原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

     ａ 商品・製品・原材料 

        主として総平均法 

     ｂ 仕掛品 

        個別法 

     ｃ 貯蔵品 

        主として最終仕入原価法 

   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①  有形固定資産(リース資産を除く) 

       主として定率法によっております。 

       ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。 

       なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

        建物及び構築物   ８～38年 

        機械装置及び運搬具 ４～11年 

        工具、器具及び備品 ２～15年 

       また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額まで償却が終了した

連結会計年度の翌連結会計年度から５年間にわたり備忘価額まで均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

       定額法によっております。 

       ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定額法に

よっております。 

    ③ リース資産 

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 
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   （3）重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

     ａ 一般債権 

        貸倒実績率法によっております。 

     ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

        財務内容評価法によっております。 

    ② 賞与引当金 

       当社及び連結子会社において、年俸制対象者を除いた従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額基準により計上しております。 

    ③ 役員賞与引当金 

       当社及び国内連結子会社において、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち

当連結会計年度負担額を計上しております。 

    ④ 製品保証引当金 

       当社において、製品の無償保証期間中の修理費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎として当連結

会計年度の発生見込額を計上しております。また、個別の無償保証に係る修理費用の支出に備えるため、

その見積額を計上しております。 

    ⑤ 役員退職慰労引当金 

       国内連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

   （4）退職給付に係る会計処理の方法 

    ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。 

   （5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

      外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

   （6）重要な収益及び費用の計上基準 

一部の特注品を対象として、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合に

は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の場合には工事完成基準を適用しておりま

す。 

   （7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

   （8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

      消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。)、及

び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。)等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰

余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利

益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び事業

分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。 

連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシ

ュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得関連費用もしくは連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシ

ュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。 

 

（未適用の会計基準等） 

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日） 

 

(1) 概要 

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告報告第66号「繰延税金資産の回収可能

性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産

の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。 

① (分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

② (分類２)及び(分類３)に係る分類の要件 

③ (分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

④ (分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取

扱い 

⑤ (分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)又は(分類３)に該当する場合の取扱い 

 

(2) 適用予定日 

平成29年３月期の期首より適用予定であります。 

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。 
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 (連結貸借対照表関係) 

 

※１ 圧縮記帳額 

過年度に取得した有形固定資産について、国庫補助金による圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりでありま

す。 

 前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

圧縮記帳額 

(うち、建物及び構築物) 

10,190千円 

(10,190千円) 

10,190千円 

(10,190千円) 

 

 

２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

   連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

貸出コミットメントの総額 

借入実行残高 

1,000,000千円 

－千円 

1,000,000千円 

－千円 

差引額 1,000,000千円 1,000,000千円 

 

 

 (連結損益計算書関係) 

 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

 前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上原価 37,320千円 1,643千円 

 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

給与手当 

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

製品保証引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

研究開発費 

682,855千円 

64,303千円 

45,000千円 

2,518千円 

38,054千円 

320千円 

950,936千円 

757,864千円 

76,588千円 

33,000千円 

△913千円 

27,318千円 

320千円 

987,084千円 

 

 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

950,936千円 987,084千円 
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(連結包括利益計算書関係) 

 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成27年４月１日 
 至  平成28年３月31日) 

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 374,577千円 △229,587千円 

組替調整額 △11,704千円 △16,903千円 

税効果調整前 362,873千円 △246,490千円 

税効果額 △102,420千円 88,021千円 

その他有価証券評価差額金 260,452千円 △158,469千円 

為替換算調整勘定   

当期発生額 61,924千円 △44,048千円 

為替換算調整勘定 61,924千円 △44,048千円 

退職給付に係る調整額   

当期発生額 69,070千円 △6,061千円 

組替調整額 8,235千円 △6,066千円 

税効果調整前 77,305千円 △12,128千円 

税効果額 △25,886千円 4,545千円 

退職給付に係る調整額 51,419千円 △7,583千円 

その他の包括利益合計 373,796千円 △210,100千円 

 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

 

  前連結会計年度 (自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 
 
   １．発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 9,900,000 － － 9,900,000 

 
   ２．自己株式に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 1,367,129  31,440 －  1,398,569 

 (変動事由の概要) 
増加数の内訳は、取締役会決議に基づく自己株式買付による増加31,400株、単元未満株式買取による増加40株であ

ります。 
 
   ３．新株予約権等に関する事項 
      該当事項はありません。 
 
   ４．配当に関する事項 
   （１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 170,657 20 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 
   （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
       次のとおり決議を予定しております。 

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 187,031 22 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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 当連結会計年度 (自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 
 
   １．発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 9,900,000 － － 9,900,000 

 
   ２．自己株式に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 1,398,569 70,800 － 1,469,369 

 (変動事由の概要) 
増加数の内訳は、取締役会決議に基づく自己株式買付による増加70,800株であります。 

 
   ３．新株予約権等に関する事項 
      該当事項はありません。 
 
   ４．配当に関する事項 
   （１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 187,031 22 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 
   （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
       次のとおり決議を予定しております。 

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 185,473 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

 

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。 

 

 前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

現金及び預金 

有価証券勘定 

2,913,731千円 

100,372千円 

2,885,005千円 

100,404千円 

計 3,014,104千円 2,985,409千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △183,258千円 △165,529千円 

現金及び現金同等物 2,830,846千円 2,819,880千円 

 

 

 (セグメント情報) 

 

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、記

載を省略しております。 
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 (１株当たり情報) 

 

 前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,048.02円 1,058.34円 

１株当たり当期純利益金額 51.61円 53.79円 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 「会計方針の変更」に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用しております。なお、１株当たり情報に与え

る影響額はありません。 

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 439,631 455,723

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

当期純利益(千円) 
439,631 455,723

普通株式の期中平均株式数(株) 8,518,165 8,472,939

 

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度末 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度末 

(平成28年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 8,943,934 8,957,735

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 34,265 35,235

(うち非支配株主持分(千円)) (34,265) (35,235)

普通株式に係る期末純資産額(千円) 8,909,668 8,922,500

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(株) 

8,501,431 8,430,631

 

(重要な後発事象） 

 

  該当事項はありません。 

 

５．その他 

（１）役員の異動 

  ① 代表者の異動 

     該当事項はありません。 

  ② その他役員の異動 

     該当事項はありません。 

（２）その他 

    該当事項はありません。 
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